
（参考様式４）  事業活用活性化計画目標評価報告書                            活性化計画名 大原地区活性化計画 計画主体名 計画主体コード 計画番号 計画期間 実施期間 広島県 広島市 340006 341002 2 H26～H30 H26～H30 活性化計画の区域  広島市安佐南区沼田町大字吉山   大原地区 1,482ｈａ  １ 事業活用活性化計画目標の達成状況 事業活用活性化計画目標 目標値Ａ 実績値Ｂ 達成率(％) Ｂ／Ａ 備  考 定住等の促進に資する 担い手への農地利用集積 65.4 ﾎﾟｲﾝﾄ 75.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 114.7％   （コメント） 不正形で狭小なほ場の区画を整備することにより、担い手への農地集積が進み、事業活用活性化計画の目標である、集落法人への農地集積率について達成できた。  ２ 目標の達成のために実施した各事業の内容と効果            
事業メニュー名 事業内容及び事業量 事業実施主体 (１)区画整理 (２)防火安全施設 (１)区画整理 12.0ｈａ (２)防火水槽  １基 (１)広島市 (２)広島市 管理主体 事業着工年度 事業竣工年度 供用開始日 (１)広島市 (２)広島市 (１)平成26年度 (２)平成28年度 (１)平成30年度 (２)平成30年度 (１)平成31年3月 (２)平成31年3月  事業の効果 ○地区法人名：農事組合法人ほなみ  経営規模 : 7.9 ha 

   栽培品目：水稲 7.8 ha、玉ねぎ 約0.1ha （事業実施前法人集積面積0.0ha→事業実施後法人集積面積7.9ha） ○認定農業者：２名，1.1ha  栽培品目：小松菜、ほうれん草 （事業実施前認定農業者集積面積0.0ha→事業実施後認定農業者集積面積1.1ha） ○基盤整備事業を行うことにより、区画の整理、農作業道及び用排水路の整備を行い、労働力の省力化を図ることができた。 ○防火水槽を設置することにより、大原地区の生活に対する安心性の向上を図ることができた。      



 ３ 総合評価 （コメント） 本事業により、ほ場の大区画化、農道、用水路・排水路を整備することができた。 整備を行った結果、大型機械等の導入が可能になり、農業生産性の向上が図られ農事組合法人や認定農業者への農地集積により、農業経営の安定が実現し地域の農業構造の改善に寄与した。 法人では、学校給食の地産地消を目的とした玉ねぎの生産や農業体験教室や生産された作物による料理実演体験教室・食事会の開催などに取り組んでおり、地域の親睦・連携強化を図るとともに、広島市中心都市部などの他地域との積極的な交流を始めている。 地域では、小・中学校の改修や集落排水施設の整備による生活環境の改善が進んでいることや都心に近い立地と豊かな自然環境を求めて移住される事例が出てきている。 また，本地区を含む吉山地域には，安佐南消防団戸山分団吉山車庫も整備されており，本事業で防火水槽を設置したことにより，大原地区の生活に対する安心は一段と向上した。 今後、本地域の豊かで潤いのある農村環境を有効活用した更なる活性化が推進されることが期待できる。  ４ 第三者の意見 （コメント） 基盤整備（区画整理）や防災安全施設（防火水槽）を整備したことにより，営農条件の改善や生活の安全確保が図られた結果，農事組合法人や認定農業者への農地集積が促進されたことは大いに評価できる。 また，地域の労働生産力が向上したことにより，高収益作物の導入による農業所得の向上や地域農業の更なる活性化が期待できる。 加えて，生活環境の改善が進んでいることから，若い農業従事者の確保や，Ｕターン・Ｉターンによる定住促進を一層推進していただきたい。 

 （広島県土地改良事業団体連合会 事業計画評価委員会）  【 記入要領 】  (1) 計画主体コード、計画番号は年度別事業実施計画に記入した番号とすること。   (2) 「１ 事業活用活性化計画目標の達成状況」のコメントには、目標が未達成となった場合は、その理由を記入すること。また、達成状況が低調である場合は実施要綱第８      の２の（１）及び（２）に基づき改善計画を作成し、農林水産大臣に提出すること。   (3) 「２ 目標の達成のために実施した各事業の内容と効果」は事業メニュー毎に作成す      ること。また、「事業の効果」には事業の実施により発現した効果（農山漁村の活性      化に関連する効果）を幅広に記入すること。   (4) 第三者とは「当事者以外の者」「その事柄に直接関係していない人」であり、計画主体、事   業実施主体、管理主体のいづれの組織にも属さない者で事業地区を熟知している者。    公務員は対象外とし、事業評価委員会等の組織を有する場合は積極的に活用すること。  ※ 達成率等算出根拠（参考様式４添付資料）を必ず添付すること。 
 


